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鱗韆韈鱗驪
　　　　　 大企業 の 課長 職 を対 象 と して

一

山 本 寛 千葉 商科 大学商経 学部助教授

鞳羅 離 鑞韈 贓 …戀 攤 靉攤

1 ． 組織におけるキャ リア ・

　　　ブラ ト
ー

現象

　 本研 究 は最近組織従業 貝に 顕著 に み られ る よ

うに な っ て きた キ ャ リア ・プ ラ トー現象
ω

に っ

い て
， そ の 組織 の 人的資源管理 と の 関係 を研 究

した もの で あ る 。
プ ラ ト

ー
現 象の 早 い 時期の研

究に よれ ば
， そ れ は 「現在 の 職位 以上 の 昇進 の

可能性が 非常に 低 い キ ャ リア 上 の 地 位 」 と定義

され る （Ference，　 S　toner
，

＆ Warren ，1977，　 p ．

602 ）。こ れ は プ ラ トー現象に 関す る 多 くの 先行

研究 に お い て 採用 され て お り　（Carnazza ，　 Kor −

man ，　 Ference，＆ Stoner
，

198／； Near
，

1985；

Slocum，　Cron ，　Hansen ，＆ Rawlings
，
1985；Chao ，

1990），妥 当性 の 高 い 定義 で あ る と考 え られ る。

こ の 代 表的 な定義 に よれ ば ， プ ラ トー現象 は従

業員の 所属組織 内で の 職位 を対象 とする だ け で

な く，「昇進 の 可能性 が 非常に低 い 」 と い う点

で従業員の 心理 的な側面 をも包含 して い る 。そ

の た め ，プ ラ トー現象 に は現在 の 職位の 経験年

数 （職 位歴）な どで 測定 され る客観 的側面 と
，

所属組 織で の 将来の 昇 進可能性認知 など で 測定

され る主観 的側面 の 両 側面が ある e

　最近 わが 国で も以 下 の よ うな状況で ， プ ラ ト

ー現象 が年齢的 に早 い 段 階で み られ る ように な

っ て きた 。

　 第 ユに ， 経 済の 低迷 を背景に業績 の 悪化 に よ

る Il ス トラクチ ャ リン グが 多 くの 企 業 で実施 さ

れ て い る 。

　第 2 に ， 多くの 企 業 で 1980年 ご ろか ら団塊の

世代 の 管理 職昇進年齢 へ の 到達 などに よ っ て 管

理 職位の 不足 と い う事 態が 発生 して きた 。

　第 3 に ， 最近 で は 高齢化 の 波が 管理職位 の 配

分 に少 なか らず影響 を与えて い る。

　第 4 に ， 高学歴化 の 進行に よ っ て
， か つ て の

年功 的地位 配分 を含 む 人的資源管理 は退潮の 方

向を示 して きた 。

　こ の ように
，

プ ラ トー
現 象は変動す る労働 市

場 の 状況 の もとで ， 現代 の 組 織で普遍的に み ら

れ る現象に な りつ つ あ る
CZ｝。
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2 ． 組織の昇進 に関する人的資源管理

　　　施策とキャ リア ・プラ ト
ー

現象

　プ ラ ト
ー

現 象は Ference 　et 　al ，（1977，　p ．602）

の 定義に よ る まで もな く， 従業員 の 所属組 織内

の 職位 と結 び つ きが 強 い 。職位 を規定する重要

な要 因は 組織 の 状 況要因， と りわ け従業員 の 昇

進管理 と い う形で あらわれ る組織 の 人 的資源管

理 で ある 。 こ こ か ら ， 現代 の 組織 でプ ラ ト
ー

現

象 を引 き起 こ す原 因 と して の 組織要 因，す なわ

ち
，

組織 の 人的資源管理 を検討す る必 要性 が 生

じ る。

　そ れ では組 織の 人的 資源管理 とプ ラ ト
ー現象

と の 関係 に つ い て ，先行研究 で は ど の よ うに検

討 され て い るで あろ うか 。 Ference　et　al．（1977，

p．605）は 「異 な っ た 管理 ス タ イル や戦 略 が 異

な っ た 管理 者に対 して採用 され るべ きで あ る。」

と して い る。 また， フ ェ ル ドマ ン と ヴ ァ イ ツ

（1995，p．140） も 「組 織 レ ベ ル で は ， 報 酬 シ ス

テ ム に お け る 問題 や あ る い は 外 的 な企 業 条件

が
， 職 務移 動性 の 欠如に 対 して 同様 に寄 与す

る。」 と して お り ， 組 織 レ ベ ル の 要 因 ， と くに

入的 資源 管理 シ ス テ ム が プ ラ トー現象 に影響 を

与 え る こ と を指 摘 して い る。Slocum　et　a1 ，

（1985）は 企業 戦略 の 観 点 か ら，異 な っ た 企 業

戦略 を採用 して い る組織 間の プ ラ トー現象の ち

が い に つ い て 実証 的 に 分 析 して い る 。 そ の 結

果 ， 彼 らは 「防御 型」 （
“ defender” 〉企業 の 方が

「分 析 型」（
“

analyzer
”

）企 業 よ り， プ ラ トー化

して い る営業職 の 比率が 高い こ と を見い だ して

い る、 しか し， Slocum　et　al．（1985）以外 ， 先

行研 究に お い て 人 的資源管理 とプ ラ トー現象 と

の 関係 を検討 して い る先行 研究 は み られ な い
。

と くに 組織の 人 的資源管理 部 門に と っ て 重要な

シ ス テム を構 成す る具体 的な制度 ， 慣習 とプ ラ

トー現象 との 関係 を実証 的に分析 して い る研 究

が み られな い 。

　 そ こ で ， 本研究 で は前述 した プ ラ トー現象の

2 つ の 側面か ら考 えて ， 組織 の 人 的資源管理 は

プ ラ ト
ー現象の 客観 的側而 で あ る現在 の 職位 の

経 験 年数 （職 位歴） と ， 主観 的側 面 で あ る （所

属組 織 に おけ る将来 の ）昇 進可 能性 認知 の 両 方

に影響 を与 え る と考 えた 。す なわ ち，従業員の

職 位歴 は組織 の 管理 職位 の 数や 昇進候補者の 数

な どの 組織 の マ ク ロ 要 因に よ っ て規定 され る だ

け で な く， ど の よ うな昇進要件 を具備 した従 業

員 を昇進 させ るか な ど組織の 昇進管理 に よ っ て

直接的 に規定 され る。ま た ， 従業 員の 昇進可能

性 認 知 は あ る意 味で 将 来 の 昇進 に 対 す る 「期

待」 と考 えられ る。そ して
， ヴ ル ー ム （1982）

に よれ ば期待 とは個 人の 状況 の 知覚 に よ っ て 発

生す る。 こ の 側 面 を考慮す る と，昇進可 能性認

知 も組織 の 状況 ， 具 体的 に は組 織 の 昇進 管理 に

規定 され る こ とが 予想 さ れ る。

　具体 的に どの よ うな人 的資源 管理 施策
（3）

に よ

っ て プ ラ ト
ー

現 象は 規定 され る の で あ ろ うか 。

　 第 1 に，就業 規則や 労働協約 に 明記 され て い

る人的 資源 管理 制度に つ い て は以下 の よ うな点

が予想 され る。 た とえ ば ， 昇進試験制 度の ある

組織 で は それ に パ ス しな か っ た従業員 の 将来の

昇進可 能性 認知が 低 くな るで あ ろ う。同様 に ，

役職 定年制度 を設けて い る組織で は若年従業 員

の 昇進可能性認知が 高 くなる と考 え られ る。

　第 2 に ，
い わゆ る 日本 的経営 を代 表す る終 身

雇用 ， 年功主義 的処 遇な ど，就業規則や労働協

約 に 明 記 さ れ て い な い 入的 資源 管理 上 の 慣 習

も， 従業員 の 職位 歴や昇進可能性認知 に影響 を

与 え る こ とが 予 想 され る。 た とえば ， 日本労働

研究機構 （1993，p．95）の 従業員1， 000人以上 の

企 業 640社に対する調査 に よる と ， 「抜 擢人事 が

〈現在 ，

一般 的に 行 われ て い る〉 企 業 で は，他

企業 に比 べ て 役職 初任 年va（4）
が 「早 くな っ て い

る』の 比率が 高 くな っ て お り，
〈年 次 に 関係 な

く， 優秀 な者 を積極 的に登用 す る〉 こ と に よ っ

て ， 初任年齢 が 早 くな っ て い る」 と して い る 。

つ ま D ， 抜擢 人事 に は下位年次 の プ ラ ト
ー

化防

止効 果が 考 え られ る 。

　 また ， 定年 まで 勤続する前に他社 に 出向す る

従業 員が 多い 組 織 で は ， 出向対象年 齢 前後 に

N 工工
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は
， 従業員 が 抱 く現在 以上 の 職位 へ の 昇 進可能

性認 知は 低 くな る と思 わ れ る 。 同様 に ， 昇進に

お い て 敗者復活 戦の 慣習 が ある組織 で は ， 第 1

次の 昇進選抜に もれ た 従業員の 昇進可能性認知

が 低下 しな い こ とが 予 想 され る a

　 第 3 に ， 組織の 昇進管理 に お い て
， ど の 点 を

昇 進基準 と して重視す るか も，従業員の プ ラ ト

ー現象 に影響 を与 え る。 た とえば
， 昇進 試験制

度 が あ る組織 で実際に昇進 基準 と して その 結果

を重視 して い る場合 ， 不合格者 の プ ラ ト
ー

化 は

進行 す る と考 え られ る。

　 こ の ように ，本研 究 で は具体 的な組 織 の 人的

資源管理 施策 と従 業員 の プ ラ トー現 象と の 関係

を実証的に分析す るこ とに よ っ て ， プ ラ トー｛5）

の 発生 を抑 え， また そ の 比率 を低 下 させ る こ と

をめ ざす施策 の 立 案 に 資 す る こ と を 目的 とす

る 。 そ こ で，人的資源 管理 制度 ， 慣習 ， 重視す

る昇 進基 準別 に，課長 の プ ラ トー現象 と の 関係

を以下 の 仮説 に基づ き検討 す る。

　仮説 （人的資源管理 施策 と プ ラ トー現象）組織

の 昇 進 に関する 人的資源管理 制度 ， 人的資源管

理上 の 慣習 の 有無 お よび昇進基準 の 重視 の 程度

に よ っ て ， 従業 員の プ ラ トー化 の 程 度 は 異 な

る。

　 こ れ らを図式化 した の が 以 下の 変数 問の 関係

図 で あ る。

　 また，本研 究で は 以下 の理 由に よ っ て分析対

象の 職位 を管理 職 ， そ の なか で も課 長 （相 当）

職 に 限 定 した 。

　第 1に ， 昇進管理 の 直接 の 対象 に な る以前の

勤務 歴の 短 い 従業員 を除 き，直接 の 対 象で ある

変数間の 関係図

管理 職 を対象 とす るこ とに よっ て ， 人 的資源管

理 との 関係を よ り直接的 に 検討 で きるか らで あ

る。プ ラ トー現象に関す る先行研 究の 多 くも管

理職 に その 対象を限定 して い る 。

　 第 2 に ， 組 織 の 職 位 階層 の 低 い 職 位 （
一

般

く非管理職 〉 や 係長 など）や 高い 職位 （部長な ど）

で は ， プ ラ トーの 比率に 偏 りが み られ る可能性

が ある 。 それに 対 し， 課長は ど の 組 織 で も典型

的な 中間管理 職 で あ り，そ の 上位 に も下位に も

職位が 存在す る 。

　第 3 に ， 課長 は従来か ら多 くの 男性従業員に

と っ て 1 つ の 大 きな キ ャ リア上 の 目標 で あ っ

た 。 しか し， 最近 で は管理 職位 の 減少か ら課長

で 定年 を迎 え る か そ うで な い か とい う意識 は従

業員 に よ っ て 異 な るで あ ろ う。
つ ま り， 課長 の

プ ラ トー現 象は 職位 に よる偏 りが 少 な く， 個人

差 ， 所属組 織の 差が 大き い こ とが 予想 される。

　 さ らに
， 同 じ課長で も企業規模 の 差異 に よ っ

て 昇進上 の 意識は 異なる と考えられ る 。 その た

め，本研 究 で は従 業 員数 な ど組 織 の 規 模 と年

齢 ・勤務歴 に よ っ て 対象 を コ ン トロ ール して 属

性要因に よる差 異 を減少 させ た上 で ， 大 企業課

長職の プ ラ トー現象の 検討 を試 み て い る 
。

3 ． 大企業の人的資源管理施策と課長の

　　　キヤ リア ・プラ ト
ー

現象

　　　との 関係の実証分析

3− 1．研究の方法

  　調 査 対 象

　
一

般的 な複数 の 大 企 業 を調 査 対象 とす る た

め ，あ る業種 横断的 な企業群 とあ る教育機関が

メ ン バ ー
と な っ て い る研 究 会 に 参 加す る企 業

144社 の うち ， 1997年 1 月，以 下 の 2 つ の 条件

を満 たす28社 を抽出 し，管理職 に対す る個 人 調

査 および 人事部門管理 職 に対 す る企 業調査 を依

頼 した。

　 a ．資本 金 100億 円以上， b ．正 規従 業 員数

　　　1， 000人 以上

依 頼 を受 け入れ た調査対象企業10社 の 業種 は建
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設 （1），食品 （2），化学 （1＞，電機 （1）， 輸送

用機 器 （1），商業 （2），金融 （1）， 運 輸 ・通信

（1）で ある 。 また ， 調査対象企業の 上 場
・非上

場の 内訳 は ， 東証 第 1部上場 企業 7社 ，同 2部

上場企業 1社 ， 非上場企業 2社 で あ る。

  手 続 き

　A ．管理職 個人調査 一 各社 に 勤務 す る管理

職 の うち ， ホ ワ イ トカ ラーの 課 長お よび課長相

当職位在 籍者 を対象 に質 問紙 調査 を実 施 した、

質問票は調査 者か ら各社の 人事担 当者に郵送 さ

れ，各社 と も該当する職位在籍 者総数 の 5 ％程

度 を対象に，各セ ク シ ョ ン に わた っ て ラ ン ダム

に 配布 され る よ う依頼 した 。回収 に つ い て は，

調査 対象者か ら直接調査 者宛返送 して もらう方

法 を中心 に 行 っ た。 その 結 果 ，
10社合 計 で 466

票配布 さ れ ， 253票 が 回収 され た （回収率54．29

％）。 そ の うち無効 票 16を除 く237票 を分析対象

と した （有効 回答率93．7％）。

　サ ン プ ル の 企業別 に統 計的 な有意差が あ るか

ど うか を， 年 齢 お よび 所 属 組 織 で の 勤務 歴

（年 ）に お い て 検討 した 。 その 結果 ， 平均年齢

は 42．50歳か ら48．86歳 まで ， 平均 勤務歴 は 19．76

年か ら25．29年 まで で あ っ た 。 それ ら を分 散分

析 に よ っ て 検 討 した 結果 ， 年 齢 （F （9／227）＝

1．87，n ．　s．），　勤務歴 　（F（9／227）＝ ．96，
　n ．　s．）　と も

サ ン プ ル の 企 業別 に有意差は み られ なか っ た 。

その ため ， 本研究 で は 大企業に お け る課 長 （相

当）職 の サ ン プ ル と して 合算 して 分析 す る もの

とする 。 調査 対象者の 属性 は性 別 ： 男性 233名

（98．3％）， 女 性 4 名 （1．7％）， 平 均 年 齢 ：44．4

歳 ， 平 均 勤 務 歴 ：2L8年，平 均 職 位 歴 （課 長

職）：5．81年 ， 平均 配属歴 ：5．85年 ， 転職経 験 ：

な し207名， あ り30名 ， 部 署 ・職種 汚lj構成 ：技

術 ・研 究 56名 ， 営業 39名 ， 総務24名 ，
企 画 ・調

査 23名 ，情報 処理 22名 ， 購 買 ・品質管理 19名 ，

経 理 ・財 務 17名 ， 人 事
・労 務 15名， そ の 他22

名 ， 学歴 ：高校卒52名 ， 専門学校卒14名， 大学

（院）卒168名で あ る。

　労働 省政策調査部 （1997a，　Vol．3，　p，6）の 平

成 8年賃 金構造 基本 統 計 調査 に よ る従業貝数

1
， 000人以上 の 大企 業 の 課 長 の 平均 年 齢 は 468

歳 ， 平 均勤務歴 は 24．2年 で あ っ た。 また ，同調

査 結果 に 基づ き，従業員数 1，000人 以 上 の 大企

業 の 課 長の 男女 比 を算出 した結果 ， 男性が 98．5

％，女 性 が L5％ で あ っ た 。 年齢 ， 勤務 歴 お よ

び 男女 比 でみ る と ， 本研 究 の サ ン プ ル は大企業

課 長 職 の サ ン プ ル と大差 な い もの と考 え られ

る 。

　 B ．企X 調査　一 各社 の 人事 担当 の 管理 職 1

名に 当該企 業の 人的 資源管理 施策に 関す る質問

紙 調査 を実施 した 。 質 問票 は 調査者か ら各社の

人事 担 当者に郵送 さ れ ， 調 査者宛返 送 して もら

う方法 を と っ た 、

  　調 査 期 間

　 1997年 1 月 7 日か ら 2 月20日まで 。

  調 査 項 目

　 A ．管理職個 人調査

　 （1）プ ラ トー現象 に 関す る変数

　プ ラ トー 現 象 は 前 述 し た Ference　et　 a1 ．

（1977＞ の 代表 的 な定 義 に よれ ば ， 従 業 員 の 所

属組織に お け る職位 とい う客観 的側 面 と，「昇

進 の 可能性が 非常 に低 い 」 とい う個 人の 意識 に

関係す る主観 的側面 の 両面 を検討す る必要 が あ

る。その た め ， 以下 の 2 つ の 尺度で 測定 した 。

　 a ．昇進 可能性の 認知

　所属 組織 に お け る現在 の 職位以上 へ の 昇進可

能 性 の 自 己 認知 を測 定 す る た め ，
McEnrue

（1989，pp ．61−62） の 3 項 目の 尺 度 を
一

部修正 し

た 以下 の 2 項 目の 5段階 リカ
ー ト尺 度 を採用 し

た 。

　 こ の 会社 で現在の 職位 以上 に 昇進 す るチ ャ ン

ス が あ る。

　 こ の 会社で 現在の 職位以上に 昇進す る多 くの

チ ャ ン ス を大 い に 期待 して い る。

　 b ．職 位歴 一 所属 組織 に おけ る現在 の 職位

（課長 ）の 経験期 間 （年）。

　 （2）そ の 他 属 性 的 要 因 一 性別 ，職 種，年

齢 ， 勤務 歴 ， 配属歴 ， 学歴 ， 転職経験 。

　 B ．企 業 調 査

　 （1）昇進に 関係 す る制度の 有無
一

労務行政

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Society of Business Administration

NII-Electronic Library Service

Japan 　 Soolety 　 of 　 Buslness 　 Admlnlstratlon

32　 日本経営学会誌 く 第 4 号 〉

研 究所 （1996a）の 735社 の 調査 で と りあげ られ

た人 的 資源 管理 制度の うち
， 広 く従業員 の 昇進

に 関係す る と思 わ れ る 以 下の 15の 制度の 導入 状

況 を きい た。

　 専 門職制 度 　（職 能）資格制度 　（社 内）人材

　 公募制度　 口標 管理制度　 自己中告制度　役

　 職定 年 制 度 　キ ャ リア
・デ ィ ベ ロ ッ プ メ ン

　 ト ・プ ロ グ ラ ム （CDP ） 総 合 職 ・一般 職 制

　 度 早期退職優遇制 ・選 択定 年制 退職 準備

　 プ ロ グラ ム　 人事考課 の 公開　 自己評価 制度

　 考課者訓 練　昇進 試験制 度　昇格 試験制 度

　 （2）昇進に 関す る慣 習 （慣行）が み られ る程

度　　 日本労働研 究機構 （1993，pp ．　135−146）を

参考に ， 多くの 組織で制度 と い う形 で 成文 化 さ

れ て い ない
一般 的な人 的資源管理 上 の 慣 習 （慣

行）の うち ， 終 身雇用 （退職過程 〉，敗 者復 活戦

お よ び 抜擢人 事 ・逆 転人 事の （課 長，部長別）

の 3 つ を と りあげ ， それ らが ど の 程 度み られ る

か をきい た。

　 終 身雇用 は ， 最近5年間程度の 実績か らみ て，

課長 の 定年年齢 前後の 状 況 に つ い て

　 1 ．ほ とん ど の 者が 貴社 で勤務 を続け て定年

　　 年齢 を迎 えて い る。

　 2 ．か な りの 者 が関連会社 な ど へ 出向 して定

　　 年年齢 を迎 えて い る。

　 3 ．定年年齢前 に関連会社 な どに移籍 して い

　　 る者 も少 な くな い 。

か ら ， 選 択 して も ら っ た 。 そ して ，「1」 と回答

した組 織 を 「終 身雇 用 慣習 あ り」 と し， 「2」，

「3」 と回答 した組 織を 「終 身雇用 慣習 な し」 と

した。

　敗 者復活戦 は ， 昇進 に お い て 以前 の 昇進 の さ

い に は遅れ て昇進 した者 が次 の 職位 へ の昇進 の

さい に は追 い 越 して先 に 昇進 す る こ とが あ るか

を きい た 。 そ して ，「
一

般 的 に あ る」 と回 答 し

た 組織 を 「敗 者復活戦 あ り」 と し， 「例外 的 に

しか な い 」， 「な い 」 と回答 した 組織 を 「敗 者復

活戦な し」 と した 。

　抜擢人事 ・逆 転人事 も， 同様 に 「現在
一

般 的

に行わ れ て い る」 と回答 した組織 を 「抜擢 人事

（逆転 人事）あ り」 とし， 「現 在行 わ れ て い な い

し ， 今後 も行 われ る可能性 は低 い 」， 「現在は 行

わ れ て い な い が ， 今 後 は行 われ る可 能性 が あ

る」， 「現在ご くまれに行 われ て い る」 と回答 し

た 組 織 を 「抜 擢人 事 （逆 転 人 事）な し」 と し

た。

　（3）重視 す る昇進 基準　　日本労働研 究機構

（1993，p，
140） を参 考 に ， 以下 の ホ ワ イ トカ ラ

ー社 員 の 昇 進基準 と して 重視 す る 9 項 目に っ い

て ， 課 長 ク ラ ス へ の 昇進 ， 部 長 ク ラ ス へ の 昇進

ご とに そ れ ぞ れ最高 3 つ まで あげて もら っ た 。

　年齢　勤続年数　能力 ・業 績　部 門 を越 え る

　配置転換 の 有無　集合教育の 効果　資格制度

　上
一

定 の レ ベ ル に達 して い る こ と　職場の 上

　司 の 推薦　昇進試験　そ の 他

3− 2．研究の結果

  尺度の 信頼性

　 本研究 で設定 した昇進可能性認知尺度の 信頼

性 を検証 す る ため に ， Cronbachの α 係数 を算

出 した結 果 ，
O．70で あ っ た e 塩 見 ・金光 ・足 立

（1982） な ど多 くの 統 計書に よれ ば ， α 係数 は

0．7以上 あれ ば信 頼性 が 高 い と して い る た め，

本研 究 で 使 用 され る尺度 の 信頼 性は 1分 で あ る

と思わ れ る。

  　所属組織の 昇進 に 関す る人的資源管理施策 と

　　　プラ ト
ー

現象との 関係 （仮説の検証）

　仮 説 を検 証する ため ，以 下 の 分析 を行 っ た。

《人的 資源 管理 制度 お よ び 人 的資源管理 上 の 慣

習の 導入状況 に よる 比較》

　企 業調査 に お け る昇進 に 関する人的資源 管理

制度の 導入状況 の 結果 か ら， 自己申告制度 （10

社）， （職 能）資格 制 度 （8 社）， 目標 管理 制度

（8社 ）な ど導 入率 が 非常 に 高 い 制 度 を除外 し

た 。 そ して ， 合計 8 つ の 制度 に つ い て導入 して

い る組織 に属 して い る課長 と導 入 して い な い 組

織に属 して い る課長の 昇進可能性認知お よび職

位歴 を比 較 した 。 また ， 人 的資源管理上の 慣習

と して ， 終 身雇用 （退 職 過 程 ）， 敗 者復 活 戦 ，

抜擢 ・逆転 人事に つ い て も同様に比較 した 。
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表 1 人 的資源管理 施策 の ちが い に よ る昇進可能性認 知 の ’検定

な し 〔重視 せ ず） あ り （重 祝 する ）　　　　　 詫1度 ・慣習 ・基 準 の 有無

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 な ど

制度 ・慣習
・基準

人 数 平 均 〔SD ） 人 数 平均 （SD）
封直

制

　

　
　

度

専 門職制 度

役職 定年 制 度

CDP

早 期退職 優 遇 制

退 職 準 備プ ロ グ ラ ム

自己評 価制度

昇 進試 験制 度

昇 格試 験制 度

163139156118182571781646．67 （153）
6，80 （1．59）
6．79 〔1、59）
6，71 （1．63）
6．58 （1．65）
6．73 （1，73）
6，8L （1．59）
6．76 （158）

7498811195517059736．82 （1，79）
6、60 （1．65＞
6、58 〔L67＞

6．72 〔1．60）
7．／8 〔1．43）
6．71 （1．57）
6、44 （1．67）
6．63 （1．70）

一．69
　 ．92
　 ．94
− 　、05
− 2．46＊

　 ，08
　 1．52
　 ．55

慣

　
　
習

終 身雇 用 の 慣習

敗 者復 活 戦の 慣 習

抜擢人 事 （課 艮 クラ ス ） の 慣 習

抜擢 人事 （部長 ク ラ 幻 の 慣 習

逆 転 人事 （課 長 クラ ス ）の 慣 習

逆 転 人 事 （部 長 ク ラ 幻 の 慣習

15454743984796．70 〔1．59）
6．96 （1．43）
7．00 （1．48）
6．90 〔1．41）
7．02 〔1，50）
7．03 （1．52〕

831831631981531586．75 （1．67）
6．64 （1．66）
6．59 （1．66）
6．68 （1．65）
6．55 （1．66）
6．56 （1．65）

　 ，21
− 127
　 1．82＊

，

　 ．76
　2，18＊

　 2．  9 ＊

基

　
準

資格 上 の
一

定 レ ベ ル 到達重視

昇 進 試 験 重視 （課 長昇 進）

上 司の 推 薦重視 （部長昇進 ）

1031641596．69 （1，64）
6．76 （1．58）
6．64 （1、52）

13473786．74 （1．60）
6．63 （L70）
6．88 （L79）

一，23
　 ．55
− 1．12

＊
’

；P＜ ．10　　　　＊　：かく ，05

《組織が 重視 する昇進 基準に よ る比較》

　企 業調査 に お い て ， 組織 が 重視 す る昇 進基準

を，課 長ク ラ ス へ の 昇進 ， 部長 クラス へ の 昇進

で それ ぞれ 最高 3 つ まで あげて もら っ た 。 そ の

結 果，課 長 ク ラ ス で 「能 力 ・業 績」（10社 ），

「資格制度上 の レ ベ ル 到達」 （8社 ）， 「昇進 試験

の 結果」（6 社）が 多く， 部長 クラ ス で 「能 力 ・

業績」（10社），「資 格 制度上 の レ ベ ル 到 達 」（8

杜），「職場 の 上 司の 推薦」（6 社）が 多か っ た 。

以上か ら， 課長 ク ラ ス
， 部長 クラス とも重 視 ・

非重視 に分か れ た 「資格制度上 の レ ベ ル 到達」，

課長 クラ ス ， 部長 ク ラ ス で それ ぞれ重視 ・非重

視 に分 か れ た 「昇進 試験の 結果 」お よび 「職 場

の 上司 の 推薦」 を選択 した 。 こ れ ら の 基準を重

視する組織 に属 して い る課長 と ， 重梶しな い 組

織に属 して い る課長 の 昇進可能性認知 お よび 職

位 歴 を比較 した 。

　（1＞人的資源管理 施策 と昇進 可能性 認知 と の

　　　　 関係

　 対象 を制 度 ・慣 習が 存在す る （ま た は
一

般 的

に行われて い ゐ）か 昇進基準 を重視 する組 織の

課長 とそ うで な い 組織の 課長 に 分 けて ，昇進可

能性認知 の t検定 を行 っ た 結果 が 表 1で あ る。

　 表 1 か ら ， 8 つ の 制度の うち 1 つ の 制度で ，

6 つ の 慣習の うち 3つ の 慣習 で有意差 （ま た は

有意差傾向）が 検 出 され たが ， 昇進基 準で は 有

意差 は み られなか っ た 。 退職準備プ ロ グラ ム が

な く， 逆 転 人事 （課 長 ・部 長 クラ ス ） を行 う慣

習が あ る組織 の 課長 の 方が 昇 進可能性認知 が 有

意に低 か っ た 。 すな わ ち ， 主観 的に プ ラ ト
ー

化

して い た 。 また ， 抜擢人 事 （課 長 ク ラ 幻 を行

う組織 の 課 長の 方が 昇進 可能 性認 知 が有意 に 低

い 傾 向が み られ た 。 しか し， そ の 他 の 施策で は

差が み られなか っ た 。昇 進 叮能性認知 は ， 昇進

に関す る個 々 の 人的資源 管理 制度や 慣 習 ， 人的

資源管理 部 門に お け る昇 進基準 の 重視 とは あ ま

り関係 が な い こ とが 明 らか に され た 。

　 （2）人 的資源 管理 施策 と職位歴 との 関係

　 （1）同様 に 対象 を制 度 ・慣 習 が 存在 す る （ま

た は
一

般 的 に 行 われ て い る）か また は昇 進基準を

重視す る組織 の 課長 とそ うで な い 組織 の 課 長に

分け て ， それ ぞれ の 課長 として の 職位歴 の t検

定 を行 っ た結 果が 表 2 で あ る。

　 表 2 か ら， 8 つ の 制度の うち 5 つ の 制度で ，

6 つ の 慣 習の うち 1 つ の 慣 習で， 3 つ の 昇 進基

準の うち 1 つ の 基準 で有意差 （ま た は有意差傾

向）が 検 出され た。すな わ ち ， 早期退職優 遇制

（選択定年制），昇 進試験 ， 昇格 試験 が あ り， 課
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表 2　人 的資源管理 施策 の ち が い に よ る職 位 歴 （年） の t検定

　　　　　 渡 ・慣 習 ・基準の 有無

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 な ど

制 度 ・
慣習 ・基 準

な し （重視せ ず） あ り （重 視 す る）

人 数 平 均 （SD ） 人数 平均 （SD ）
’値

制
　
　
　

度

専 門職 制度

役職 定年 制 度

CDP

早期 退職 優 遇制

退職 準備 プ ロ グ ラ ム

自 己 評価 制度

昇進 試験 制度

昇 格 試 験 制 度

163139156118182671781645．68 （3．18）
5，43 （2．67）
547 （3．01）
5．32 （2．44）
5．79 （3．31）
6．27 （4，19）
5．40 （3．  4）
5．29 （2．72）

7498811195517059736．11 （4．27）
6．36 （4．47＞
6．47 （4．36）
6．30 （4，34）
5．91 （4．27）
5．64 （3．26）
7．05 （4．571
7．00 （4．75）

一．77
−−1．83＊

’
一

ユ、84＊
’

一一2，15＊

一．20
　1，11
− 2，58＊

− 2、88＊ ＊

慣
　
　
習

終 身 雇用 の 慣 習

敗 者復 活 戦 の 慣 習

抜擢人事 （課 長 ク ラス ） の 慣習

抜 擢 人事 （部 長 ク ラス ）の 慣習

逆 転 人事 （課 長 ク ラス ）の 慣 習

逆 転人事 （部長 クラス ） の 慣 習

15454743984795．66 （3．18）
5．80 （4．21）
5．22 （3，49）
5ユ5 （3，29）
5，46 （3，92＞
5．32 （3．79）

831831631981531586．11 （4，15）
5，82 （3．34）
6． 9 （3．55）
5，94 （3．59）
6．Ol （3．33）
6．06 （3．41）

　 ．87
　 ．04
− 1．76＊

’

− 1．27
− 1．13
− L53

基

　
準

資格 上 の 一定 レ ベ ル 到 達 重 視

昇進試験重視 （課 長昇 進 ）

上 司 の 推 薦 重視 （部 長昇進）

lo31641595．48 （2．37）
5．29 （2．72）
5．69 （3ユ6）

13473786．07 （4．23｝
7，00 （4．75）
6．08 （4，24）

一1．38
− 2．88＊ ＊

一，72
＊
’
：p＜ ．10　　 ＊ ；1）〈 ．05　　＊ ＊ ：p ＜ ．01

表 3　人 的資源 管理 施策 と プ ラ ト
ー

現象 との 関係

　　　　　 プ ラ トー現象 の 基 準

制度 ・慣 習
・
基 準

主　観 　的

プ ラ トー化

客 　 観 　的

プ ラ ト
ー

化

専 門職 制度

役職 定 年制 度 ○ ＊
’

CDP ○ ＊
’

早期 退 職 優 遇制 度 ○ ＊

 
　
制
　
度

退職 準備 プ ロ グ ラ ム × ＊

自己評価制度

昇 進試験 制度 ○ ＊

昇 格 試験 制度 ○ ＊ ＊

終 身雇 用 慣 習

敗 者復 活 載 慣 習
 

　
慣

　
習

抜 擢 人事慣 習 （課 長） ○ ボ ○ ＊
’

抜 擢 人事 慣習 〔部長）

逆転 人 事慣習 （課長 ） ○ ＊

逆 転 人事 慣 習 （部長 〉 0 ＊

資格 レ ベ ル 到達 重視 

基

準

課 長 ・昇 進 試 験 重 視 ○ ＊ ＊

部 長 ・上 司 推 薦重視

　 ＊
’
：p く ．10，　　　＊　： p＜ ，05，　　　＊　＊　：p く ．Ol

　O ：制度 ・慣習 が 存 在 す るか昇 進 基準が 重 視され て い る組 織の 課 長

　 　 の 方 が有 意 にプ ラ ト
ー

化が 進 行 して い る項 目。
　 × ：制 度 ・慣習が 有在 しない か 昇進基準 が 承視 され て い な い 組 織の

　　 課長の 方が 有意に プ ラ ト
ー

化 が進 行 して い る 項 目。

長昇進 に お い て実際に 昇進試験 の 結果 を重視 し

て い る組織の 課長 は，課長 として の 職位歴 が有

意に 長 か っ た 。す なわ ち，客観 的に プ ラ ト
ー

化

して い た 。 さ らに ， 役職 定年 制度， キ ャ リア ・

デ ィ ベ ロ ッ プ メ ン ト・プ ロ グ ラ ム （CDP ）が あ

り，課長 クラス の 抜擢人事 の 慣習 の ある組織の

課 長は，職位歴 が 有意 に長 い 傾 向が み られた
。

これ ら の 結果 を ま とめ て 示 した の が 表 3 で あ

る 。

　以上 か ら， プ ラ トー現象 に 関係 す る人 的資源

管理制度 ， 慣習 ，昇進基準 と， そ うで な い もの

が ある こ とが 明 らか に され た 。そ の た め ， こ こ

に 仮 説 は部分 的に検証され た 。

　すなわ ち， 仮 説 （人的 資源 管理施策 と プ ラ ト
ー

現象）「組織 の 昇進 に関す る人的資源 管理制度 ，

人 的資源管理上の 慣習の有無お よび昇 進基準の

重視 ・非重視 に よ っ て ，
プ ラ ｝

一
化 の 程度 は異

なる」は ， 部分 的 に 検証 され た と い え る。

4． 試験制度 ， 早期退職優遇 制，

　　　 退 職準備プログラムな どと

　　　 キャ 1丿ア ・プラ ト
ー

現象との

　　　 関係 の考察

  昇進試験制度お よび昇格試験制度

　昇 進試験制度や 昇格試験制度 は ， 従業貝 の 昇

進管理 ， 昇格管理 を組織全体 の 評価基準の 統一

化 に よ っ て厳密に行 うため の 制 度 で あ る。従 業

員 の 昇進 ・昇格 を人事考課の データの み で行 う
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表 4 人的資源 管理 制度 の 実施率 の 推移 （％ ）

人 的資源 管理 制 度 97年 95年 93年 91年 89年 87 年 85年

昇 進試 験 制度

昇格 試 験制 度

選択 定年 制 ・早 期退 職優遇 制

退 職 準備 プ ロ グ ラ ム

工2．143341

当．〔〕
17．3

13．634
，838
．212
．3

10．533
．539
．215
．1

15．229
．636
．3

14129
．340013

，5

14．333
．835
．811
，8

14．733
．032
．25
．5

（出 所） 労 務 行 政 研 究 所 「平成 5 年 人 事労 務 管 理 諸 制 度 の 実 施 状 況 抽 労 政 時 報 』

　 　 1994年　第 3145号　pp．2−38，同
「
平成 7年 入 事労 務 管理 諸 制 度 の 実施 状 況 1

　 　 『労 政 時報」1996年 　第3239号 　pp、254 ，お よび 同 「入事労務管理 諸制 度の

　 　 動 向を探 る」「労政時報』1998年 　第3334兮 　pp　2−60よ り抜 粋 引用、

こ とは職場 ・部 門間の 評価 の ば らつ きを生 じた

り， 現に 担 当 して い る職務に あ らわれ ない 潜在

能力 の 評価 が しに くい とい う欠点が み られ る、

そ の ため ，昇 進試験 ，昇格試験の 結果 を人事考

課 の 結果 と併 用 し て評価す る こ とが 多 くの 組織

で 実施 さ れて い る 。
つ ま り ， 昇進 ・昇格試験制

度は比較 的客観的な基準でプ ラ トー と ノ ン ・プ

ラ ト
ー  を判別する制度で あ る とい え る。その

実施率 を表 4 に よ っ て説 明す る。 こ の 表は 労務

行政研 究所 が h場企業 および上場 企業 に 匹敵す

る 非上場企 業 （資本金 5 億 円以上 か つ 従業 員数

100人 以 ヒ） の 人 的 資源 管理 制度 の 実施状 況 を

調査 した 結果 に基づ い て い る。

　表 4 に よ る と， 昇進 試験 の 実 施率 は 10− 15

％， 昇格 試験 は30〜40％前後で あり， 昇格試験

は昇進試験 よ りか な り高い 比率で導入 され て い

る。 また，昇 進試験 の 実施率 は最近 あ ま り変化

が な い の に 対 し，昇格試 験 は増加傾 向に あ るこ

とが 読み とれ る 。

　 労務行政 研 究所 （1996b，　p．3）に よる と， 昇

格 には賃金．ヒ昇 を通 して従 業貝 の 能力開発 を促

進する人 材育成機能 と， よ り高 い 職位に 配置す

る可能性の あ る有 資格者 を選 抜する選抜機 能が

あ る。昇格 の こ の 両 面が昇格試 験の 実際 の 運用

に も関係 し， どちらの 機能 を重視す るか に よ っ

て ， 人材育 成型昇格 試験 と選 抜型昇格試験 に分

類 され る 。 そ して ， 後者の 方が
一般 に合格率 が

低 い とされ て い る 。 労務行政研 究所 （1995） そ

の 他 の 調査 に よれ ば ， 最近管理職 に相 当す る資

格 等級へ の 昇格基準 を厳 し くす る傾 向が み られ

る 。 こ れ ら の 状 況 を踏 まえ る と， 組織 の 昇格 試

験制度 で は 選 抜 型 が 増加 して い る と考 え られ

る。

　本研 究 の 対象組織の 試験制度が 2つ の 機 能 の

どち らに 該 当す る か は 明 らか で は な い 。 しか

し，後者の 要 因の 比重 が 高 い こ と ， す なわち，

昇 格試 験 に 少 数 の 適格 者 を選 抜す る特性 が顕 著

で ある こ とが ， 対象者 全体 に お い て ，職能資格

制度上 の 「プ ラ トー化」（職能資格滞留期 間の 長

期 化）の進行 と関係 す る とともに，客観 的なプ

ラ トー化 （職 位歴の 長期化）の 進行 と も関係 し

て い る こ とが 明 らか に さ れた 。 こ の 点は ， 上 位

資格 に昇格 した 者の なか か ら上位の 管理 職 に 昇

進す る者 を決定 す る と い う， 多くの 大企業で み

られ る資格 と役 職の 緩や か な対応関係 と関係 し

て い る。た とえば 日本労 働研 究機 構 （1991， p，

65）に よれば ，
26．2％の 企業が 管理 職 の 範 囲 を

資格 で 決定 して い る （従 業 員数 1，00  人以上 の 大

企 業で は34．8％〉。 昇 格試験 の あ る組 織 で はそ れ

が な い 組 織 と比較 して 資格 と役職 との 対応関係

が 強 い 可能性が 示 唆 され る。また ， 昇進 試験 に

つ い て は前述 した 一般 的 な管理 職位 の 不足 か ら

全体 と して昇格 試験 よ りも選抜型 と して の 機能

が 高い こ とが予 想 され る。
つ ま り， 評価の 統

一

化や潜在 的能力 の 評価 の た め 導入 され る昇 進 ・

昇格 試験制 度 も， 選 抜機能が 強 い 場合 ， 客観 的

プ ラ トー化 を促 進す る可能性 が示 唆され た 。 こ

の 点は ， 昇 進試験 の 結果 を課 長 ク ラ ス の 実際の

昇進 に さ い して重視 し て い る 組織 に 属す る 課 長

の 客観的プ ラ ト
ー化 が 進行 して い る と い う結果

に もあらわれ て い る。今後 ， 昇進 ・昇格 試験制

度の もつ 機能 とその 効果 を子細 に 実証 して ， こ

れ らの 試験 とプ ラ ト
ー

現象 と の 関係 をさ らに考

究す る必要 が ある。
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  早期退職優遇制 （選択定年制）

　 早期 退職 優遇制 は定年 前に 退職 した場合 ，

一

定条件 を満 た して い れば退職金 を定年退職 と同

様 に 扱 っ た り，加 算金 を上積 み す る制度 で あ

る。労務行政研 究所 の 調 査 （1997， p．46）に よ

れば ， 従来 適用 年齢を50歳以上 とす る企業 が 多

か っ た 。 しか し， 最近は それ を45歳 な どに 引 き

下 げ る事例 が 増加 し， ま た転進援助制度 な どを

併用す る企 業 も増加 して い る 。
つ ま り， プ ラ ト

ー
現象の 観 点か らみ る と ， 早期退職優遇制は従

業員が 早 い 時期 に 組織 内に お け る 自己の 位 置づ

け，すな わ ち，プ ラ トーか ノ ン ・プ ラ ト
ー

か を

選択する制度で ある 。 早期退職優遇 制 の 実施率

は労働 省政策調査部 （1997b，
　p．33） の 平成 9年

雇 用管理 調査 に よ る と
， 全 体 で は 7．0％で あ る

が ， 1， 000〜4， 999人 の 企 業 で 40．5％ ， 5， 000人

以上 の 企業 で は 55．7％に の ぼ っ て お り， 大企 業

ほ ど導入率が 高 い
。 また

， 最近 の 推移は表 4に

明 らか な よ うに増加傾向が み られ る。こ れ は リ

ス トラ クチ ャ リ ン グの
一

環 と して 早期 退職優遇

制 を実施す る組織 が 多い こ とに 起 因 して い る と

思 われ る。

　 こ れ らか らす る と ， 早期退職優遇制 を導入 し

て い る組織 で は人員構成 の 高齢化が進行 して い

る 。 そ の ため，こ の 種 の 組織は残留を選択 した

従業貝に つ い て も客観的 なプ ラ トー
化が進行 し

て い る組 織で ある とも考 え られ る。

　雇 用 調 整制度研 究会 （1997，p．20）で は 早期

退職優遇制 に対す る，主 と して 40歳以上 の 従業

員 の 意識 を調査 して い る． それに よる と， 制度

の 必要 性 に つ い て ， 62．5％ が 「必要 で あ る⊥

18．7％ が 「必要 で な い 」 と回答 して お り，全体

と して こ の 制 度 は 肯定 的に 受け とめ られ て い

る 。 そ して
， 必要 な理 由 と して 「社員に とっ て

第二 の 職業選 択に有 利」（5L3％）， 「組織 内の 年

齢構成 の 是正 」（36．6％）， 「退職 金割 り増 し と の

選択 が可能」 （34．1％）な どが あげ られ て い る。

つ まり， 早期退職優遇制 は次 の ス テ ッ プ に 向け

て の キ ャ リア設計 の 側面 と ， 雇用 調整 的な 「希

望 退職」の 側面 を もつ もの として評価 され て い

る。 しか し他方，「従 業 員が 退 職 を申 し出 る の

は ， 退職 金 の 増額に誘 導 され て の こ とで あ り，

ア メ リカ の よ うに 引退 は 自ら自由に判 断 して決

め るオプ シ ョ ン で は な い 」 と評価 され る向 きも

あ る 。

　 こ れ らか ら ， 従業 員 の プ ラ トー化 に関連す る

早期退職優遇制 は転 進援助制 度 と併用 する こ と

や ， 職種転換 を含 めた教 育訓練 の 充実 ， 雇用 情

報 の 適切 な提供 ， 実 質的 な退職後 の 所得保 障な

どに よっ て補完さ れ るこ とが 必要 で ある。 これ

らの 措置 を通 して ， 従業貝 が 第 2 の 人生 をス ム

ーズ に切 り開 ける よ うな メ リ ッ トの 大 きい 制度

に なれば ， ア メ リカ の よ うに 真 に 自らの キ ャ リ

ア設計の ため に制度を選択す る従業員が 増加す

るで あろ う。そ の 結果 ， プ ラ ト
ー

化 に よる従 業

員の モ テ ィベ ー
シ ョ ン の 低下 な ど の マ イナ ス の

側面が減退 して くる と思 われ る 。 今 後 い か に 早

期 退職優 遇制 が 他 の 人 的資源 管理 制度 と とも

に ， 従業 員に と っ て プ ラ ス の 方向に充実 した も

の とな るか ど うか が プ ラ トー
現 象の 側面か らも

重要で あ る。

  　退職準備プ ロ グラ ム

　 退職準備 プ ロ グラム は定年後の 生 活を充実 し

た もの とする ため に ，従業員の 高齢化対策の
・

環 と して実施され る教 育訓練 で あ る。退職準備

プ ロ グラ ム は生 涯 生 活設計プ ロ グ ラム の 重要 な

部分 を占め て い る 。 具体 的 なプ ロ グラム は ， 定

年後の た め の 生 活設 計や キ ャ リア 開発，健康 管

理 ， 生 きが い
， 退職金 ・年金 ・貯蓄 などの 知 識

に つ い て構成 さ れ ， 心構 えな ど意識づ けに重 点

が お か れ て い る。労務行政研究所 （1994b ，　p．3）

の 調査 に よれ ば，最近 で は定年 直前 の 中高年社

員 の み で な く40歳台 に まで その 対象 を広げ ， 早

期 か らの 従業 員の 動機づ け に 努め て い る組織 も

み られ る．実施率は 表 4 に よる と 10％台で あ る

が
， 最近 で は さ ら に 増加傾向に ある。

　退職準備 プ ロ グラ ム を設定 して い る組織は 全

体 として従業貝の 高齢化に 対 す る対 策が 進ん で

い る組織 で ある。すなわち ， 中高年 を中心 と し

た社 員 に退職 後 の 生活 に対す る心構 えや意識の
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高い 組 織は ， それが 乏 しい 組織 に 比較 して ， 高

齢化対策へ の 取 り組 み が 進 ん で い る と思 わ れ

る。こ の よ うに
， 中年層に と っ て 直接的 な関係

が 薄 い と考 え られ る退職 後を視野に 入れ た 従業

員へ の きめ 細 か な援 助や 対策が 充実 して い れ

ば，従 業員 は組織 内で の 自己の 昇 進 に 対 して も

明る い 展望 を抱 き ， 昇進 可能性 の 認知を高め る

可能性 の あ る こ と が 示唆さ れ る 。 同 じ退職 に 関

連する制度で あ っ て も，
退職準備プ ロ グラ ム は

早期退職優 遇制 とは 異な っ た受 け とめ が な され

て い る。

  　抜擢人事および逆転人事の慣習

　 日 本労働研 究機 構 （1993， p．90）に よ る と ，

逆転人事の 慣習は 「現在か な り
一
般的に行わ れ

て い る」 と して い る 企 業 が 課長 ク ラ ス で 50．9

％， 部長 ク ラ ス で 51．4％に の ぼ っ て お り， 企 業

規模が大 き くなる ほ どその 比率が 高ま る傾 向に

ある。 また
， 抜擢人事 は それ が 「現在 か な り

一

般 的に行 われ て い る」企 業で は ， 役職初任年 齢

が 「
Hf・くな っ て い る」企業の 比率が 高 くな っ て

い た が，逆転 人事で は そ の関係 は 顕著で は なか

っ た。つ ま り，逆 転人事 の 慣習に よ っ て 役職 初

任年 齢が 早 まる傾 向は み ら れ な い と して い る

（p．95）。プ ラ ト
ー

現 象の 側 面か らみ る と，逆転

人事 の 慣習 は プ ラ ト
ー化 を防止す る効果 は あ ま

りみ られ な い と い うこ とに な る。

　本研 究で も同様の 結果が み られた 。 抜擢人事

は下 の 年 次 の 者 を意識 的に 上 の 年 次の 者よ りも

先に役職 に登 用す るこ とで あ り， 当該年次 の 従

業員全 貝 をプ ラ トー化 す るわ け では な い 。そ の

ため ， 抜擢人事 の プ ラ ト
ー

化 に対する関係 は有

意傾 向が み られた の み で あ っ た と思 われ る。そ

れに対 し， 逆転人事は 「同期 と の 昇進競争 に敗

北 した だ けで な く， 下の 年次の 優 秀 な従業員 に

も追 い 越 さ れ た 」当該年次 の 従業員 の
一

部 の 意

識 に影 響 を与 え る。そ の た め ， 上 の 年 次 の 者

が ， 昇進格差 が 拡大 した ため に下 の 年次 の 者に

追い 越 され る逆転 人事 の 慣 習 をもつ 組織に属す

る課長 の 主 観的 なプ ラ ト
ー

現 象 （昇進 可 能性 認

知の 低下）が 進行 して い た と考え られ る。

　しか し，
こ れ らの 他 ， 管理職 へ の 昇 進以外 に

従業員 の 高度な知 識 ・技術 ・経験 な どを評価す

る た め に 設定 され た専 門職制度 ， 同
一

入社 年次

内の 昇進競争 を激化 さ せ る 敗者復 活戦，さ らに

終 身雇用 慣習 な どは プ ラ トー現象 と の 関係は み

られなか っ た 。 また
， 課長 の よ り上位の 職位へ

の 昇 進可能1生を高め る役職定年制，従業貝の 職

業生 活 を長期 的視 野 に 立 っ て 設計 し， そ の 能力

を長期 に わ た っ て 開発 する CDP ， 入 事考 課の

一
環 と して 自身の 業績 を自己評価 す る 自己評価

制度 な どは
一

部の プラ トー現象 との 有 意傾 向が

み られ た の み で あ っ た。

　 こ れ らの 結 果か ら， 昇進 に 関係 す る人的資源

管理 施策の うち ，
プ ラ ト

ー
現象 と関係す る もの

と関係 しない もの が あ る こ とが 明 らか に さ れ た

と い える。全 体 として は ， 従業員 自身が 自発的

に 参加 す る制度 （早期 退職 優 遇 制）や ， 試 験 の

よ うに客観的 に 結果 が 明確に な る制度 の 方が プ

ラ トー現象 と関係が深 い 傾 向が 明確 に され た 。

　今 後以下の ような点が研 究課題 とな ると思 わ

れ る。

　第 1 に ， 組織で の よ 「」広範 な人的 資源管理 施

策 とプ ラ ト
ー現 象 との 関係 を明 らか に す るた め

に ， 本研 究 で と りあげ た以外 の 人的資源管理 施

策 とプ ラ トー現象 と の 関係 を検 討す る 。

　 第 2 に ， 人的 資源管理施策 の 導入 とプ ラ ト
ー

現象 との 因果関係 をよ り明確に す るため に ， 新

しい 制度の 導入 の 前後 に プ ラ ト
ー

現象 と の 関係

を調査 し，変化 を分析する 。

　 第 3 に ， 組織制度改革の 焦点 を絞 る た め に ，

数 多い 人的資源 管理 施策 の なか で具体 的に ど の

施策 が プ ラ ト
ー現象に対 して よ り重 要 な影響 を

与 えて い るか を明 らか に す る。

［付記 ］本 研 究 の
一

部 は 1997年 度組 織学会 研 究 発 表 大会 で

発表 され た。

（1 ） キ ャ リア ・プ ラ ト
ー

現 象一 以 ドの 記 述 に お い て

　 は，タ イ トル や 他 の 概 念 との 難 異 が 不 明 瞭 で あ る場合

　 を除い て 「プ ラ トー現 象 」 と略 記す る。

（21 現 代 の 組 織 で 普遍 的 に み られ る よ うに な っ て きた プ
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（7 ）

　　pp ．89−90） に よれ ば，抜擢 人事 とは 「下 の 年 次 の 者

　　臨 意 識 的に ltの 年 次 の 者よ りも先に役 職 に 登 用 する

　　こ と」で あ り，逆転 人事 とは 「上 の 年次 の 者が ，昇 進

　　格 差 が 拡 大 した た め に ト
．
の 年 次の 者に 追い 越 され る こ

　 　と 1で あ る。

（8）　ノ ン ・プ ラ ト
ー一 以

．
トの 記 述 に お い て は ，現 在 プ

　　ラ ト
ー

状 態に な い 従業員 を 「ノ ン
・プ ラ トー」 と略記

　　す る。

　　ラ ト
ー

現 象 の 具 体 的 な 状 況 に つ い て は，iil本 （1997，
　 　 pp ．35−36） を参 照 の こ と。

（3）　本研 究 で は 昇 進 試 験 制度，役 職 定年 制度 な ど人 的資

　　源 管理 上具 体 的 に就 業 規 則 や 労 働 協約 に お い て 成文 化

　　して 規 定 され た もの を 「人 的 資源管 理 制 度」 とする。

　　さ らに，「終 身雇 用 」， 「敗 者復活戦」な ど具 体 的 に 就

　　業 規則 や労 働協 約 に 明 記 さ れ て い ない もの を人 的資源

　　管理 Eの 「慣 習」 とす る。人 的資源 管理 制 度 ， 慣習，

　　そ して 明 文 化 さ れ て い る場
．
合 もそ うで ない 場 合 もあ る

　　「重 視 す る昇 進 基準亅を含 め て 全体 的 に 呼称 す る場合，
　　1

「
人 的資 源 管理 施 策 1 とす る、

（4 ） 役職 初 任年齢　　日本労 働研 究機構 （1993，p．75）

　　に よ れ ば，「あ る 年 次の 中で，最 初 に E一位 役職 に 昇進

　　す る者の 年 齢 」で あ る。

（5） プ ラ トー　 以下 の 記 述 に お い て は．現 在 プ ラ F−一

　　状 態 に あ る従 業員 を 「プ ラ ト
ー

」 と略 記す る。
（6 ）　山 本 （1997，p．37） は プ ラ トー現 象を実 証 的 に 研 究

　　す る場 合 ， 以
．
ドの 2種 類 の フ レ ー

ム ワ
ー

ク が 求め られ

　 　る と してい る，，

　　　　A ．多様な業種，組織，職種 に 所 属 す る 従業 員 を

　　 横 断的 に 対象 と し，一一
般 的 な プ ラ ト

ー
現 象 を検 討す

　 　　るこ と。

　　　　B ．業種，組 織．職 種 な どに よ っ て 従 業貝 を細 分

　　 化 して 対象 と し，その 対 象 ご とに プ ラ トー現 象 を個

　　 別 に 検 討す る こ と。

　　　 本研 究 は業種 横 断的な 企 業群 を対 象 と し て い る こ

　　　とで 基 本 的 に A の フ レ ー
ム ワ…ク に 基づ い て い る。

　　　しか し，山 本 （1997，pp．4243 ） で職 位 に よるプ ラ

　　　ト
ー

現象 の 差 異 が み られ た こ とか ら，その 差 異 を コ

　　 ン トロ ー．一ル す る た め 前述 した 根 拠 で調 査対象 を課 長

　　 に 限定 し た。

　　 抜 擢 人 事 ・逆 転 人 事 一 日 本 労 働研 究 機 構 （1993，
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